
事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

個別計画無
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手
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どのような
方 法 で

　地域において子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい者からなる組織（ファミリーサ
ポートセンター）の運営を行う。
①会員の募集、登録その他の会員組織業務
②相互援助活動の調整等
③会員に対して相互援助に必要な知識を付与する講習会の開催
④会員の交流を深め情報交換の場を提供するための交流会の開催
⑤子育て支援関連施設・事業との連絡調整
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　身近で気軽に利用することができ、保護者の緊急時等にサービス提供ができるよう支援体制を充実
させる。
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民生費
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　子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい者
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　会員間での病児の預かりについては、リスクマネジメントの課題が大きく、病児・緊急対応強化事業
が実施できるだけの環境整備（医療機関との連携や会員の育成等）ができるかどうかも踏まえ、委託
先である市社会福祉協議会と協議・検討していく。
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評価結果

効率性
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4
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他の子育て支援サービスでは応えきれないサービスである。

より一層のきめ細やかな保育ニーズに応えることができる。

Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当
（２次）

3

②

③

定期の利用回数の多い会員が就労状況等の変化や児童の年齢が大きくなったことで、利用しなくなった
場合には、年度間で利用人数の変化が大きくなるが、概ね目標値は達成している。

有効性

達成度

4

346330

120

活動件数

104.8

）

850

活動件数 97.1825

－

評価項目 説　　　明点数

平成25年度予算

千円

－ －利用者１人当たりコスト

千円

千円

0

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

　市としては、平成23年度から運営業務を市社会福祉協議
会に委託しているが、本業務の実施主体は市であることか
ら、よりサービスが充実するよう引き続き支援体制をとって
いく。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次）

平成23年度から、市社会福祉協議会に運営業務を委託している。
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　平成24年度より申請者の居住条件などを緩和している。
　現在、国では特定不妊治療の公費助成を平成28年度から43歳未満とする年齢制限を設けるなどの
見直し案を検討中であり、本助成事業においても治療・出産のリスク等の観点から、同様の制限を設
けるかどうかの検討が必要である。
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　不妊治療に要する費用の一部を助成することにより、経済的な負担を軽減し、少子化対策の充実を
図る。
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　子どもが欲しくても妊娠できずに継続して不妊治療を受けている夫婦
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　不妊治療に要する費用のうちの保険診療費被保険者負担額並びに保険診療適用外の検査費及び
診療費のうち以下の費用を助成対象とする。
①不妊治療のための検査に要する費用　　②排卵障害に対する薬物療法に要する費用　　③卵管障
害に対する手術療法に要する費用　　④精管機能障害に要する費用　　⑤体外受精（胚移植法）に要
する費用　　⑥人工授精に要する費用　　⑦顕微授精（透明帯開孔法、細胞質内精子注入法）に要す
る費用

８２－１９５４

個別計画
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評価項目

（補助金等交付件数）

24 年度分

健康推進課担当課

120.2

（１次）

　高額な治療費となる不妊治療費に対する経済的支援であり、その効率性は認められる。

3,808

（２次）
評価結果 Ｂ

説　　　明

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

　少子化対策においても、晩婚・晩産化が進む現在、重要
な事業の一つであり、ニーズも高いと考えられることから、
本制度の継続は必要と考えている。

評価委員会のコメント

　国や県の動きを注視し、年齢制限の導入など、助成内容
の見直しについて十分に検討されたい。

補助率及び上限額の見直しが必要

不妊治療助成費

Ａ 現行どおり補助することが適当

－
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4

　近年の晩婚・晩産化の進行に伴い、不妊治療を受ける人の増加傾向に対する施策であり、事業の実施
は妥当である。

　事業申請者の妊娠・出産報告が多数あることから、有効性も認められる。
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